
JP 4766557 B2 2011.9.7

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　親水性媒体中で食品を加熱する際に用いられる食品用添加剤であって、
　高級不飽和脂肪酸化合物又はそれを含む油脂からなる油性物質と、親油性界面活性剤と
、水とを含有する油性組成物からなり、
　該親油性界面活性剤の含有量が該油性物質１００重量部に対し０．５～１０重量部であ
り、　　
　該水の含有量が添加剤全体の０～１０重量％であり、
　製造時に６０００ｒｐｍ以下で攪拌混合されたものであることを特徴とする食品用添加
剤。
　　　
【請求項２】
　親水性媒体中で食品を加熱する際に用いられる食品用添加剤であって、
　高級不飽和脂肪酸化合物又はそれを含む油脂からなる油性物質と、親油性界面活性剤と
、親水性界面活性剤と、水とを含有する油性組成物からなり、
　該親油性界面活性剤の含有量が該油性物質１００重量部に対し０．５～１０重量部であ
り、
　該親水性界面活性剤の含有量が該油性物質１００重量部に対し０．１～５重量部であり
、
　該親油性界面活性剤に対する親水性界面活性剤の重量比（親油性界面活性剤／親水性界
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面活性剤）が０．１～１０であり、
　該水の含有量が添加剤全体の０～１０重量％であり、
　製造時に６０００ｒｐｍ以下で攪拌混合されたものであることを特徴とする食品用添加
剤。
　　　
【請求項３】
　該親水性界面活性剤が、モノラウリン酸デカグリセリンであることを特徴とする請求項
２に記載の食品用添加剤。
【請求項４】
　該高級不飽和脂肪酸化合物が、ｎ－３系脂肪酸化合物であることを特徴とする請求項１
～３のいずれかに記載の食品用添加剤。
【請求項５】
　該親油性界面活性剤が、ジグリセリンモノオレイン酸エステルであることを特徴とする
請求項１～４のいずれかに記載の食品用添加剤。
【請求項６】
　該油脂が魚油からなることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の食品用添加剤
。
【請求項７】
　植物油を含有することを特徴とする請求項１～６のいずれかに記載の食品用添加剤。
【請求項８】
　該植物油がナタネ油であることを特徴とする請求項７に記載の食品用添加剤。
【請求項９】
　ポリフェノール化合物を含有することを特徴とする請求項１～８のいずれかに記載の食
品用添加剤。
【請求項１０】
　トレハロースを含有することを特徴とする請求項１～９のいずれかに記載の食品用添加
剤。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれかに記載の食品用添加剤を含有する食品。
【請求項１２】
　該食品が炊飯米であることを特徴とする請求項１１に記載の食品。
【請求項１３】
　親水性媒体中で食品を加熱する際に、該親水性媒体中に、請求項１～１０のいずれかに
記載の食品用添加剤を添加することを特徴とする食品の製造方法。
【請求項１４】
　該親水性媒体と接触する器具表面が、茶抽出液を含む洗浄水で洗浄処理されていること
を特徴とする請求項１３に記載の食品の製造方法。
【請求項１５】
　該洗浄水が熱水であることを特徴とする請求項１４に記載の食品の製造方法。
　　　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は食品用添加剤に関し、詳しくは高級不飽和脂肪酸化合物又をこれを含む油脂を
含有する食品用添加剤、該食品用添加剤を含有する食品、及び該食品の製造方法に関する
ものである。
【背景技術】
【０００２】
　厚生労働省策定「日本人の食事摂取基準」（２００５年度版、第一出版社）によると、
ｎ－３系脂肪酸〔α－リノレン酸、ドコサヘキサエン酸（ＤＨＡ）、エイコサペンタエン
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酸（ＥＰＡ）等〕は、国民の健康の維持、増進に大きな役割を果たすとともに、生活習慣
病の予防等に対して優れた生理作用を示すことから、その摂取基準が示されている。それ
によると、１日の摂取基準量は、１~９才：平均１～２ｇ、９才以上：平均２～２．９ｇ
である。
【０００３】
　ｎ－３系脂肪酸は、主に魚介類、特に、まぐろ、サンマ、イワシ等に含まれているが、
その基準量をその魚介類のみから毎日食事により摂取しようとすると、非常に困難である
。しかも、日本人の中には、魚嫌いの人が人口の４０％程度いるといわれており、このよ
うな人にとっては、その摂取基準量を食事のみによって摂取することは、殆ど不可能であ
る。
【０００４】
　ｎ－３系脂肪酸を摂取するための有効な方法の一つは、食事による方法であるが、他の
有効な方法として、ｎ－３系脂肪酸をグリセリンエステルとして含む油脂を摂取する方法
である。この場合の有効な方法の一つとして、該油脂を主食である御飯に混ぜて摂取する
方法がある。しかし、この場合には、ｎ－３系脂肪酸は２重結合を有し、非常に酸化され
やすいため、炊飯時における高温条件での酸化を受け、得られた炊飯米には、不快臭が発
生するという問題がある。更に、このようにして得られた炊飯米には、不快臭が空気中を
漂って来ることはないが、食すると口の中に不快臭が発生する（以下、不快味ともいう）
という問題がある。
【０００５】
【特許文献１】特開平１１－００９１８７号公報
【特許文献２】特開平０８－０７３３５１号公報
【特許文献３】特開平０７－０１７８５５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の主な課題は、以下の通りである。
（１）高級不飽和脂肪酸化合物又はそれを含む油脂からなり、高温条件でも酸化を受けに
くい食品用添加剤を供給すること。
（２）該食品用添加剤を含む食品及びその製造方法を供給すること。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明によれば、以下の食品用添加剤及びそれを含む食品、更に該食品の製造方法が提
供される。
〔１〕　親水性媒体中で食品を加熱する際に用いられる食品用添加剤であって、高級不飽
和脂肪酸化合物又はそれを含む油脂からなる油性物質と、親油性界面活性剤と、水とを含
有する油性組成物からなり、該親油性界面活性剤の含有量が該油性物質１００重量部に対
し０．５～１０重量部であり、該水の含有量が添加剤全体の０～１０重量％であり、製造
時に６０００ｒｐｍ以下で攪拌混合されたものであることを特徴とする食品用添加剤。
〔２〕　親水性媒体中で食品を加熱する際に用いられる食品用添加剤であって、高級不飽
和脂肪酸化合物又はそれを含む油脂からなる油性物質と、親油性界面活性剤と、親水性界
面活性剤と、水とを含有する油性組成物からなり、該親油性界面活性剤の含有量が該油性
物質１００重量部に対し０．５～１０重量部であり、該親水性界面活性剤の含有量が該油
性物質１００重量部に対し０．１～５重量部であり、該親油性界面活性剤に対する親水性
界面活性剤の重量比（親油性界面活性剤／親水性界面活性剤）が０．１～１０であり、該
水の含有量が添加剤全体の０～１０重量％であり、製造時に６０００ｒｐｍ以下で攪拌混
合されたものであることを特徴とする食品用添加剤。
〔３〕該親水性界面活性剤が、モノラウリン酸デカグリセリンであることを特徴とする前
記〔２〕に記載の食品用添加剤。
〔４〕該高級不飽和脂肪酸化合物が、ｎ－３系脂肪酸化合物であることを特徴とする前記
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〔１〕～〔３〕のいずれかに記載の食品用添加剤。
〔５〕該親油性界面活性剤が、ジグリセリンモノオレイン酸エステルであることを特徴と
する前記〔１〕～〔４〕のいずれかに記載の食品用添加剤。
〔６〕該油脂が魚油からなることを特徴とする前記〔１〕～〔５〕のいずれかに記載の食
品用添加剤。
〔７〕植物油を含有することを特徴とする前記〔１〕～〔６〕のいずれかに記載の食品用
添加剤。
〔８〕該植物油がナタネ油であることを特徴とする前記〔７〕に記載の食品用添加剤。
〔９〕ポリフェノール化合物を含有することを特徴とする前記〔１〕～〔８〕のいずれか
に記載の食品用添加剤。
〔１０〕トレハロースを含有することを特徴とする請求項１～９のいずれかに記載の食品
用添加剤。
〔１１〕前記〔１〕～〔１０〕のいずれかに記載の食品用添加剤を含有する食品。
〔１２〕該食品が炊飯米であることを特徴とする前記〔１１〕に記載の食品。
〔１３〕親水性媒体中で食品を加熱する際に、該親水性媒体中に、前記〔１〕～〔１０〕
のいずれかに記載の食品用添加剤を添加することを特徴とする食品の製造方法。
〔１４〕該親水性媒体と接触する器具表面が、茶抽出液を含む洗浄水で洗浄処理されてい
ることを特徴とする前記〔１３〕に記載の食品の製造方法。
〔１５〕該洗浄水が熱水であることを特徴とする前記〔１４〕に記載の食品の製造方法。
　　　
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、α－リノレン酸、ＤＨＡ、ＥＰＡ等のｎ－３系脂肪酸（高級不飽和脂
肪酸化合物）を含有し、しかも不快臭がなければ不快味もない食品を与える食品用添加剤
、それを含む食品及び該食品の製造方法が提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　本発明の食品用添加剤（以下、単に添加剤ともいう）は、親水性媒体（水や親水性栄養
成分が溶解した水性液等）中で食品を加熱する際に用いられる食品用添加剤である。この
ものには、添加剤（Ｉ）と添加剤（ＩＩ）の二通りの態様がある。添加剤（Ｉ）は、高級
不飽和脂肪酸化合物又はそれを含む油脂と、親油性界面活性剤（Ｌ）とを含有する油性組
成物からなる。そして、添加剤（ＩＩ）は、高級不飽和脂肪酸化合物又はそれを含む油脂
と、親油性界面活性剤（Ｌ）と、親水性界面活性剤（Ｈ）とを含有する油性組成物からな
る。
【００１０】
　本発明の添加剤（Ｉ）、（ＩＩ）は水を含むものであり、その量は０～１０重量％、好
ましくは０～５重量％、より好ましくは０～２重量％である。
　　　
【００１１】
　本発明の添加剤（Ｉ）及び添加剤（ＩＩ）は、高級不飽和脂肪酸化合物又はそれを含む
油脂からなる油性物質を含有するものである。
　本発明で用いる油性物質を構成する高級不飽和脂肪酸化合物は、カルボキシル基（－Ｃ
ＯＯＨ）またはエステル基（－ＣＯＯＲ、Ｒ：アルコール残基）を有するものであり、該
高級不飽和脂肪酸化合物において、その不飽和脂肪酸の炭素数は８～３０、好ましくは１
２～２４、より好ましくは１６～２２である。該不飽和脂肪酸に含まれる２重結合の数は
、特に制限されないが、少なくとも１つ、好ましくは２～８、より好ましくは４～６であ
る。
　　　
【００１２】
　このような高級不飽和脂肪酸化合物には、高級不飽和脂肪酸自体の他、その炭素数１～



(5) JP 4766557 B2 2011.9.7

10

20

30

40

50

６、好ましくは炭素数２～４の一価アルコールエステル（例えば、エチルアルコールエス
テル）、炭素数２～６のアルキレングリコールエステル（例えば、エチレングリコールの
モノ又はジエステル）、三価以上の多価アルコールのモノ－、ジ－又はトリ－エステル等
が包含される。
【００１３】
　前記高級不飽和脂肪酸化合物（エステル）を構成する多価アルコールには、糖アルコー
ルの他、グリセリンや、そのグリセリンの複数（２以上、好ましくは３～１０）が重合し
て形成されるポリグリセリンが包含される。この場合のポリグリセリンにおいて、その重
合度の上限は特に制限されないが、通常１６程度である。
【００１４】
　該高級不飽和脂肪酸化合物において、その高級不飽和脂肪酸の具体例を示すと、α－リ
ノレン酸、ドコサヘキサエン酸（ＤＨＡ）、エイコサペンタエン酸（ＥＰＡ）、ドコサペ
ンタエン酸（ＤＰＡ）等のｎ－３系脂肪酸の他、リノール酸、オレイン酸、エライジン酸
、リノレン酸、アラキドン酸等が挙げられる。これらの中では、ｎ－３系脂肪酸が好まし
い。
【００１５】
　前記高級不飽和脂肪酸化合物は、植物油や動物油等の油脂（脂肪酸トリグリセロイド）
との混合物油脂であることができる。自然界には、該高級不飽和脂肪酸トリグレセリドを
含む動植物油(油脂)が存在するが、本発明では、このような油脂を添加剤原料として好ま
しく用いることができる。このような油脂としては、例えば、マグロ油や、サバ油、サン
マ油、イワシ油等の魚油、その他にはオリーブ油、大豆油、ナタネ油、ヒマシ油、コーン
油、アマニ油、牛脂、綿実油、ココナッツ油、メンハーディン油、シソ油、ヒマワリ油、
ベニバナ油、硬化油、キリ油等が挙げられる。
【００１６】
　本発明では、このような油脂に、濾過、蒸留、その他の精製処理を施して、本発明の添
加剤原料として有利に用いることができる。本発明では、ｎ－３系脂肪酸を含む油脂の使
用が好ましいが、このような油脂中に含まれるｎ－３系脂肪酸の含有量は、通常、１０～
５０重量％、好ましくは１５～３５重量％程度である。
　　　
【００１７】
　本発明の添加剤（Ｉ）を構成する油性組成物は、高級不飽和脂肪酸化合物又はそれを含
む油脂（油性物質）の他、親油性界面活性剤（Ｌ）を含有し、本発明の添加剤（ＩＩ）を
構成する油性組成物は、油性物質の他、親油性界面活性剤（Ｌ）と親水性界面活性剤（Ｈ
）とを含有する。
【００１８】
　本発明の添加剤（Ｉ）及び（ＩＩ）は前記油性物質と共に親油性界面活性剤（Ｌ）を含
有する。親油性界面活性剤（Ｌ）は、添加剤主成分である高級不飽和脂肪酸化合物又はそ
れを含む油脂（油性物質）に対し、溶解性ないし混和性を有するものである。即ち、油性
物質と良くなじむ性質を有するので、油性物質を包み込み、油性物質の水に対する分散性
を向上させ、さらに油性物質を食品中に浸透させる性質を有するものである。従って、親
油性界面活性剤（Ｌ）が添加されていると、親水性媒体を加熱することにより食品を製造
する際に、水と共に油性物質が加熱対流し、油性物質が水中に沈むことにより、空気中の
酸素と接触しなくなくなるので、高級不飽和脂肪酸化合物の酸化による不快臭の発生が防
止される。更に、油性物質が食品の中に浸透するので、食品の栄養価が向上し、食品の中
に包み込まれた油性物質はさらに酸化されにくくなる。
【００１９】
　本発明で用いる親油性界面活性剤（Ｌ）は、従来公知のもの、例えば、炭素数１２～３
０の〔脂肪酸残基（アルキル基やアルケニル基）を含む〕グリセリン（ポリグリセリンを
含む）エステルやショ糖の高級脂肪酸エステル等が挙げられ、これらの中の親油性に富む
ものが選択される。該油性物質に対して、該親油性界面活性剤（Ｌ）は可溶性を示す。ま
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た、該親油性界面活性剤のＨＬＢ値は、通常、１０以下、好ましくは８以下であり、その
下限値は、特に制約されないが、通常１程度である。
【００２０】
　本発明で用いられる該親油性界面活性剤（Ｌ）としては、例えば、下記（１）式で表さ
れるジグリセリンモノ脂肪酸エステルが好ましく用いられる。
【化１】

　前記（１）式中、Ｒは炭素数１２～３０、好ましくは１６～２２のアルキル基又はアル
ケニル基であり、好ましくはオレイン酸残基である。　　　　
【００２１】
　入手可能な親油性界面活性剤（Ｌ）の市販品としては、例えば、理研ビタミン（株）製
のグリセリン脂肪酸エステル（ジグリセリンモノレイン酸エステル）製剤「ポエムＤＯ－
１００Ｖ」（ＨＬＢ７．５）が挙げられる。
【００２２】
　本発明の添加剤（ＩＩ）は、該親油性界面活性剤（Ｌ）とともに、親水性界面活性剤（
Ｈ）を含有するものである。該親水性界面活性剤（Ｈ）は水溶性ないし水混和性を有し、
油性物質の水に対する分散性を向上させる性質がある。即ち、前記親油性界面活性剤（Ｌ
）に包み込まれた油性物質を水に分散させる性質を有し、油性物質の食品中への浸透性を
更に向上させる。従って、油性物質の殆どが食品中に浸透して包みこまれ、食品の表面に
は存在しなくなるので、食品の製造時における不快臭の発生が防止され、さらに製造後に
電子レンジなどで再加熱する際にも、高級不飽和脂肪酸化合物の酸化による不快臭の発生
が防止される。
【００２３】
　このような親水性界面活性剤（Ｈ）としては、従来公知のもの、例えば、炭素数１２～
３０の脂肪酸残基を含むグリセリン（ポリグリセリンを含む）エステルやショ糖の高級脂
肪酸エステル等が挙げられ、これらの中の親水性に富むものが選択される。
【００２４】
　該親水性界面活性剤（Ｈ）は、水に対して可溶性を示す。また、該親水性界面活性剤（
Ｈ）のＨＬＢ値は、通常、１０より高い値、好ましくは１４以上、より好ましくは１５以
上である。その上限値は、特に制約されないが、通常３０程度である。
【００２５】
　親水性界面活性剤（Ｈ）としては、例えば、デカグリセリンのモノオレイン酸又はラウ
リン酸エステルが好ましく用いられる。
【００２６】
　入手可能な親油性界面活性剤（Ｈ）の市販品としては、太陽化学（株）製のグリセリン
脂肪酸エステル（モノラウリン酸デカグリセリン）製剤「サンソフトＱ－１２Ｓ」（ＨＬ
Ｂ１５．５）が挙げられる。
【００２７】
　本発明の添加剤（Ｉ）を製造するには、前記油性物質に対して、親油性界面活性剤（Ｌ
）を混合する。この場合の混合温度は、油性物質が油状を示す温度であればよく、通常、
４０～９５℃が好ましく、より好ましくは４０～８０℃、更に好ましくは４５～６０℃で
ある。
【００２８】
　　親油性界面活性剤（Ｌ）の使用量（添加量）は、油性物質１００重量部当り、０．５
～１０重量部、好ましくは０．５～５重量部、更に好ましくは１～５重量部、特に好まし
くは１～３重量部である。
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【００２９】
　本発明の添加剤（ＩＩ）を製造するには、前記油性物質に対して親油性界面活性剤（Ｌ
）及び親水性界面活性剤（Ｈ）を混合する。この場合、これら２種の界面活性剤の添加順
序は特に制約されることはなく、これら２種の界面活性剤を同時に又は別々に添加しても
よいが、親油性界面活性剤（Ｌ）を添加した後に親水性界面活性剤（Ｈ）を混合すること
が好ましい。
【００３０】
　界面活性剤の添加量は、前記油性物質１００重量部当り、親油性界面活性剤（Ｌ）の場
合、０．５～１０重量部、好ましくは０．５～５重量部、特に好ましくは１～３重量部で
あり、親水性界面活性剤（Ｈ）の場合、０．１～５重量部、好ましくは０．５～３重量部
、特に好ましくは０．７～２重量部である。界面活性剤（Ｌ）と（Ｈ）との重量比（Ｌ）
／（Ｈ）は、０．１～１０、好ましくは０．３～３、更に好ましくは１～３である。
　　　
【００３１】
　本発明の添加剤には、必要に応じて、各種の補助成分を添加することができる。このよ
うなものには、酸化防止剤、臭気安定剤、味覚調整剤、凝固点調整剤、甘味料、ＰＨ調整
剤等が包含される。
【００３２】
　該臭気安定剤としては、各種の植物油を挙げることができる。油性物質として魚油を用
いる場合、それを添加した食品には、その魚油に起因する僅かな不快臭や不快味が付着す
ることがある。このような場合には、不快臭のない植物油を添加することによって、該不
快臭や不快味を抑制することができる。
【００３３】
　該植物油としては、パーム油、ヤシ油、オリーブ油、大豆油、ナタネ油、ヒマシ油、コ
ーン油、アマニ油、綿実油、ココナッツ油、メンハーディン油、シソ油、ヒマワリ油、ベ
ニバナ油、キリ油、硬化油等が挙げられる。、これらの中ではナタネ油が好ましく用いら
れる。
【００３４】
　前記油性物質に対して該植物油を添加する場合、該植物油は、その油状のままで添加し
うる他、親油性界面活性剤（Ｌ）との混合物として添加することができる。該親油性界面
活性剤（Ｌ）の添加割合は、該植物油に対して、０．１～５重量％、好ましくは０．５～
３重量％である。
【００３５】
　該油性物質に対する該植物油の添加割合は、該油性物質１００重量部当り、０．１～５
重量部、好ましくは０．５～３重量部である。該植物油の添加により、魚油の臭気は効果
的に抑制される。
　入手可能な臭気安定剤の市販品としては、理研ビタミン（株）製の「エマテックＳ－５
５０」が挙げられる。
　尚、「エマテックＳ－５５０」は、グリセリンとパーム油に由来するグリセリン脂肪酸
エステルからなる親油性界面活性剤（Ｌ）とナタネ油を含有するものである。
【００３６】
　該酸化防止剤としては、従来公知の各種のもの、例えば、ビタミンＥや、ポリフェノー
ル化合物等が好ましく用いられる。本発明では、茶由来のポリフェノール化合物の使用が
好ましい。茶ポリフェノール化合物は、前記した油性物質に対する酸化防止効果を有する
他、含窒素臭気成分（トリメチルアミン等）、含イオウ臭気成分（メチルメルカプタン等
）、アンモニア等の不快臭成分に対して優れた消臭効果を有するものである。更に、茶ポ
リフェノール化合物は、虫歯予防の効果、血中コレステロール濃度上昇を抑制する効果、
体内での脂質の酸化防止に効果、ガン発症の予防効果、抗菌、抗ウイルス、解毒効果、痴
呆症予防機能向上の効果を有するものである。
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【００３７】
　該茶ポリフェノール化合物は茶に由来する化合物であって、分子内にフェノール水酸基
を複数もつ化合物の総称であり、カテキン、エピカテキン、エピガロカテキン、エピカテ
キンガレート、エピガロカテキンガレート等を主要成分とする食用に供される食物素材で
ある。
【００３８】
　茶ポリフェノール化合物の添加量は、油性物質１００重量部当り、６×１０－４～０．
３重量部、好ましくは６×１０－３～０．１８重量部である。
【００３９】
　この場合、茶ポリフェノール化合物単独では食品に浸透しないので、このものは油性茶
ポリフェノール化合物として添加することにより、茶ポリフェノール化合物を食品中に浸
透させることができる。油性茶ポリフェノール化合物は、茶ポリフェノールと共に、乳化
剤と植物油を含有するものである。
【００４０】
　該植物油としては、パーム油、ヤシ油、オリーブ油、大豆油、ナタネ油、ヒマシ油、コ
ーン油、アマニ油、綿実油、ココナッツ油、メンハーディン油、シソ油、ヒマワリ油、ベ
ニバナ油、キリ油、硬化油等やこれらから２種以上選択したものが挙げられ、その中でも
ナタネ油が好ましく用いられる。
【００４１】
　油性茶ポリフェノールの添加量は、前記油性物質１００重量部当り、好ましくは０．０
１～５重量部、より好ましくは０．０５～４重量部、更に好ましくは０．１～３重量部、
特に好ましくは０．２～１．０重量部である。
【００４２】
　入手可能な油性茶ポリフェノールの市販品としては、三井農林（株）製の「サンカテキ
ン油性Ｅ」が挙げられる。尚、「サンカテキン油性Ｅ」は、茶ポリフェノール化合物と、
グリセリンとリシノレイン酸に由来する乳化剤を含有するものであり、該リシノレイン酸
は、ヒマシ油より得られるものである。
【００４３】
　該味覚調節剤は、製造される食品の味を調整するものである。このようなものとしては
、従来公知の各種の有味物質、例えば、トレハロースが好ましく用いられる。
　トレハロースの添加量は、前記油性物質１００重量部当り、好ましくは０．０１～１０
重量部、より好ましくは０．１～５重量部、更に好ましくは０．５～３重量部、特に好ま
しくは０．５～１．５重量部である。
【００４４】
　トレハロースは、油に溶けにくい性質を有するので、４０～７０℃の温水に溶かして用
いることが好ましい。この場合の、水１００重量部当りに対するトレハロースの添加量は
、３０～２００重量部が好ましく、５０～１５０重量部がより好ましく、７０～１３０重
量部が更に好ましい。
【００４５】
　本発明の添加剤における其の他の補助添加成分についても、従来公知の方法に従い、該
油性物質に対し、適宜添加することができる。
【００４６】
　植物油、茶ポリフェノール、更にトレハロースが添加された添加剤（Ｉ）を製造するに
は、前記油性物質に対して親油性界面活性剤（Ｌ）と植物油とトレハロースを混合すれば
よい。この場合、これらの添加順序は特に制約されることはなく、これらを同時に又は別
々に添加してもよいが、親油性界面活性剤（Ｌ）を添加した後に、植物油を添加し、次に
茶ポリフェノール化合物を添加し、次にトレハロースを添加することが好ましい。
【００４７】
　植物油、茶ポリフェノール、更にトレハロースが添加された添加剤（ＩＩ）を製造する
には、前記油性物質に対して親油性界面活性剤（Ｌ）と親水性界面活性剤（Ｈ）と植物油
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と茶ポリフェノール化合物とトレハロースを混合する。この場合、これらの添加順序は特
に制約されることはなく、これらは同時に又は別々に添加してもよいが、親油性界面活性
剤（Ｌ）を添加し、次に親水性界面活性剤（Ｈ）を添加した後に、植物油を添加し、次に
茶ポリフェノール化合物を添加し、次にトレハロースを添加することが好ましい。
【００４８】
　該油性物質に対して前記した如き各種の添加成分を混合する場合、通常、攪拌混合が行
われる。但し、この攪拌混合においては、ホモジナイザーやホモミキサー等の回転数１０
，０００ｒｐｍ以上の高速回転で攪拌することは好ましくない。不飽和結合（２重結合）
を有する油性物質は、その不飽和結合が酸化を受けて変質を生じ、不快臭を生じやすいと
いう特性がある。例えば、該油性物質をホモジナイザーやホモミキサー等により高速回転
する場合、その高速攪拌に際して起る摩擦熱やセン断応力の作用により、該油性物質は外
気（空気）や溶存酸素により容易に酸化を受けるようになる。その結果、該油性物質には
、その酸化変質により不快臭を発生するようになる。従って、本発明の場合、該攪拌混合
は、６０００ｒｐｍ以下で行なうことを要し、好ましくは４０００ｒｐｍ以下、更に好ま
しくは２０００ｒｐｍ以下の条件で行うのが好ましい。その下限値は、５ｒｐｍ程度であ
る。
　　　
【００４９】
　油性物質と界面活性剤等との混合温度は、油性物質等が液状を示す温度であればよく、
好ましくは界面活性剤（Ｌ）、（Ｈ）が油状を示す温度である。一般的には１５～９５℃
が好ましく、より好ましくは４０～８０℃、更に好ましくは４５～６０℃である。
【００５０】
　本発明の添加剤（Ｉ）、（ＩＩ）は、親水性媒体中での加熱により食品を製造（調理）
する方法において、その親水性媒体に添加することができる。この場合の加熱食品例を示
すと、炊飯米、穀物（大豆、小豆等）、めん類（うどん、そば、ラーメン等）、各種野菜
の煮物、魚介類の煮物、おでん、スープ、菓子、パン類等が挙げられるが、勿論、これら
のものに限定されるものではない。
【００５１】
　本発明の添加剤（Ｉ）は親水性界面活性剤（Ｈ）を含まないため、そのもの自体の油性
物質を水中に分散させる効果は小さいものである。従って、味噌汁や、めん類（うどん、
そば、ラーメン等）などのスープに添加する場合には、添加剤（Ｉ）を水中に分散させる
ための攪拌が必要とされる。この場合の攪拌は各種の方法で行うことができる。このよう
な攪拌には、例えば、加熱対流攪拌や、機械的攪拌、手動攪拌等が包含される。
【００５２】
　しかしながら、水等の親水性媒体と共に加熱して食品を製造する場合には自然に加熱対
流攪拌が起きるので、この攪拌と親油性界面活性剤（Ｌ）の相乗効果により添加剤（Ｉ）
は十分な程度に水中に分散する。但し、加熱対流攪拌以外に機械的攪拌や手動攪拌等を併
用してもよい。特に、大量に製造する場合には機械的攪拌を併用することが好ましい。
【００５３】
　本発明の添加剤（ＩＩ）は、親水性界面活性剤（Ｈ）を含んでいるため、油性物質を水
中に分散させることは容易である。但し、機械的攪拌や手動攪拌等を併用してもよく、特
に、大量に製造する場合には、機械的攪拌を併用することが好ましい。
【００５４】
　次に、本発明の添加剤（Ｉ）、（ＩＩ）を用いた食品、及びその製造方法について説明
する。
　本発明の添加剤（Ｉ）、（ＩＩ）は、ＤＨＡ炊飯米等を含む御飯の製造に有利に用いる
ことができる。この場合には、米と水の混合物に本発明の添加剤（Ｉ）又は（ＩＩ）を添
加し、常法により加熱炊飯する。このようにして、ＤＨＡ等の所望の油性物質を含有する
炊飯米を得ることができる。この場合、添加剤（Ｉ）又は（ＩＩ）の添加量は、原料米１
００重量部（乾燥物基準）当り、１～１０重量部であり、好ましくは１～４重量部である
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。
【００５５】
　このようにして得られる炊飯米は、ＤＨＡやＥＰＡ等のｎ－３系脂肪酸を豊富に含んだ
栄養価に富むものであり、不快臭が無く美味しいものである。更に、得られる炊飯米の味
が向上し、美味なものとなる。例えば、添加剤（ＩＩ）と標準米を用いて製造された炊飯
米（御飯）は味が向上し、特級の「コシヒカリ」の炊飯米に劣らないものとなる。
【００５６】
　尚、炊飯米（御飯）等の製造において、添加剤（Ｉ）が添加されている場合、炊飯に伴
って起きる加熱対流により、添加剤（Ｉ）中の前記油性物質は水中に沈んで分散されると
ともに、親油性界面活性剤（Ｌ）が油性物質を包み込むので、食品中に浸透しやすくなっ
た油性物質は食品中に浸透していく。これにより、油性物質は空気中の酸素とは接触しな
くなるので、得られる炊飯米（御飯）等の食品は酸化による不快匂が無いものとなる。
【００５７】
　炊飯米（御飯）等の製造において、添加剤（ＩＩ）が添加されている場合、添加剤（Ｉ
Ｉ）中の前記油性物質は水中に沈んで分散されるとともに、親油性界面活性剤（Ｌ）が油
性物質を包み込み、更に親水性界面活性剤（Ｈ）が油性物質を包み込んだ親油性界面活性
剤（Ｌ）と水の馴染みを良くするので、油性物質はお米等の食品中に容易に浸透し、その
ほとんどが得られる炊飯米等の食品の中に移行する。これにより、油性物質は空気中の酸
素とは接触しなくなるので、加熱時に不快匂が発生することが無い。また、このようにし
て得られる食品は、電子レンジ等で再加熱しても不快匂が発生することが防止される。

【００５８】
　さらに、前記植物油が添加されていると、炊飯米等の加熱食品に不快味の染み付くこと
が防止される。
【００５９】
　さらに、茶ポリフェノール化合物が添加されていると、高級不飽和脂肪酸化合物の酸化
がより確実に防止され、さらにまた、トレハロースが添加されていると不快味の発生がよ
り確実に防止される。
【００６０】
　本発明の食品の製造方法において、食品を製造するために用いる鍋や釜等の加熱用調理
器具は、脱臭処理を施したものであることが好ましい。即ち、ＤＨＡやＥＰＡ等のｎ－３
系脂肪酸を含有する油性物質を含む添加剤（Ｉ）、（ＩＩ）を用いて、御飯などの食品を
製造すると鍋や釜等の加熱用調理器具の蓋やパッキン等に、ｎ－３系脂肪酸を含有する油
性物質が付着するので、空気中の酸素に接触して長時間経過すると、わずかであるが魚臭
等の不快臭が発生する。そのため、次に食品を製造する際に、蓋やパッキン等に付着して
いたｎ－３系脂肪酸を含有する油性物質が炊飯等の熱によって更に酸化されて不快臭が発
生し、この臭が食品へ移行してしまう。
【００６１】
　この調理器具に付着した不快臭を除去するには、茶抽出液を含む洗浄水で、その器具表
面を洗浄処理する。この場合の洗浄水は、温度６０℃以上、好ましくは８０～１００℃の
熱水であることが好ましい。なお、茶抽出液とは、茶を水中に入れ、必要に応じ、４０～
１００℃に加熱して得られる、茶中の水溶性物質を含む液（水溶液）である。
【００６２】
　この調理器具の表面洗浄を好ましく行うには、水道水や米のとぎ汁等の洗浄水にお茶を
入れ、これを加熱して加熱水を作り、これを器具表面と接触させる。加熱水中の茶抽出成
分（溶質）の量は１０ｐｐｍ～５重量％、好ましくは５０ｐｐｍ～１重量％である。この
場合の調理器具表面に対する熱洗浄水との接触は、各種の方法、例えば器具表面に対する
熱洗浄水の吹き付け等により行うことができるが、その器具が炊飯器や釜等の容器状のも
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のである場合、該器具内に洗浄水を入れ、これにお茶を入れた後、該容器を介して該洗浄
水を加熱沸騰させることにより実施することができる。
　このような熱水洗浄処理の場合、その処理時間は５～６０分、好ましくは１０～３０分
である。
【００６３】
　洗浄水に加える茶抽出液を与えるお茶としては、各種のもの、例えば、緑茶、ほうじ茶
、紅茶、ウーロン茶等が挙げられる。洗浄水中の茶抽出液の量は、０．０１～２０重量％
、好ましくは０．０５～１５重量％、より好ましくは０．１～１０重量％である。
【００６４】
　本発明の添加剤（Ｉ）、（ＩＩ）は、１５℃より低い温度、好ましくは冷蔵庫温度（１
０℃以下）で固体状態を示し、それより高い温度で液状を示すものが好ましく用いられる
。このような添加剤（Ｉ）、（ＩＩ）は固体状態にあれば、空気中であっても酸化されな
いので、長時間の保存や輸送において安定性の良い固体物質として取扱うことが可能とな
る。
【００６５】
　なお、添加剤（Ｉ）、（ＩＩ）の凝固点又は融点は、油性物質や界面活性剤の種類や温
度によって調節することができるし、凝固点調整剤（油脂等）の添加によって調節するこ
とができる。
【実施例】
【００６６】
　次に、本発明を実施例により詳述する。尚、実施例において用いた素材は次の通りであ
る。
【００６７】
（１）精製魚油…日本水産（株）製の精製マグロ油：製品名「ＤＤオイル３Ｇ」（ＤＨＡ
約２２％、ＥＰＡ約７％含有、比重０．９）
（２）親油性界面活性剤（Ｌ）…理研ビタミン（株）製のグリセリン脂肪酸エステル系製
剤：製品名「ポエムＤＯ－１００Ｖ」（ＨＬＢ値７．５）
（３）親水性界面活性剤（Ｈ）…太陽化学（株）製のモノラウリン酸デカグリセリン製剤
：製品名「サンソフトＱ－１２Ｓ」（ＨＬＢ値１５．５）
（４）理研ビタミン（株）製のナタネ油製剤：製品名「エマテックＳ－５５０」
（５）三井農林（株）製の「サンカテキン油性Ｅ」
（６）林原商事（株）製のトレハロースを水溶液にしたもの（重量比で水１：トレハロー
ス１）
（７）エバーグリーンオーガニックフーズ（株）製の「Ｇｒｅｅｎ　Ｔｅａ　ＴＢ－ＤＯ
ＤＲ」（緑茶５ｇ／１袋）
【００６８】
実施例１
　＜添加剤（Ｉ）の製造＞
　油性物質として、前記（１）「ＤＤオイル３Ｇ」９６ｇを５０℃に加温し、これに親油
性界面活性剤（Ｌ）として、前記（２）「ポエムＤ０－１００Ｖ」３ｇを添加し、ゆっく
りと手で攪拌した。
　これにより、マグロ油中に親油性界面活性剤（Ｌ）が溶解した油性溶液が得られた。
【００６９】
　この溶液に、前記（５）「サンカテキン油性Ｅ」０．１ｇと前記（６）「トレハロース
溶液」１ｇとを投入し、ゆっくりと手で攪拌して分散させた。
【００７０】
　次に、この溶液を８０℃で１０分間加温して滅菌して添加剤Ａを得た。
　これをビン（密閉容器）に入れ、冷蔵庫内で７℃に冷却した。これにより、ビンの内容
物は固化し、固化状態の添加剤Ａとなった。
　この固化状態の添加剤Ａは、１５℃以上に加熱すると、液体となる。この添加剤Ａ：１
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００ｇ中のＤＨＡ含量は２１１ｍｇ、ＥＰＡ含量は５８ｍｇ（ＤＨＡ・ＥＰＡ含量２６９
ｍｇ/ｇ）である。
【００７１】
実施例２
　＜添加剤（ＩＩ）の製造＞
　油性物質として、前記（１）「ＤＤオイル３Ｇ」９４．５ｇを５０℃に加温し、これに
親油性界面活性剤（Ｌ）として、前記（２）「ポエムＤ０－１００Ｖ」２ｇを添加し、ゆ
っくりと手で攪拌し、「ポエムＤ０－１００Ｖ」を溶解させた。この溶液に、親水性界面
活性剤（Ｈ）として前記（３）「サンソフトＱ－１２Ｓ」１ｇを添加し、ゆっくりと手で
攪拌し、「サンソフトＱ－１２Ｓ」を溶液中に分散させた。
　これにより、マグロ油中に親油性界面活性剤（Ｌ）が溶解し、親水性界面活性剤（Ｈ）
が分散した溶液が得られた。
【００７２】
　この溶液に、前記（５）「サンカテキン油性Ｅ」０．５ｇと前記（６）「トレハロース
溶液」２ｇとを投入し、ゆっくりと手で攪拌して分散させた。
【００７３】
　次に、この溶液を８０℃で１０分間加温して滅菌して添加剤Ｂを得た。
　これをビン（密閉容器）に入れ、冷蔵庫内で７℃に冷却した。これにより、ビンの内容
物は固化し、固化状態の添加剤Ｂとなった。
　この固化状態の添加剤Ｂは、１５℃以上に加熱すると、液体となる。この添加剤Ｂ：１
００ｇ中のＤＨＡ含量は２０８ｍｇ、ＥＰＡ含量は５７ｍｇ（ＤＨＡ・ＥＰＡ含量２６５
ｍｇ/ｇ）である。
【００７４】
実施例３
　＜添加剤（ＩＩ）の製造＞
　油性物質として、前記（１）「ＤＤオイル３Ｇ」９３．５ｇを５０℃に加温し、これに
親油性界面活性剤（Ｌ）として前記（２）「ポエムＤ０－１００Ｖ」２ｇを添加し、ゆっ
くりと手で攪拌して、「ポエムＤ０－１００Ｖ」を溶解させた。この溶液に、親水性界面
活性剤（Ｈ）として前記（３）「サンソフトＱ－１２Ｓ」１ｇを添加し、ゆっくりと手で
攪拌して、「サンソフトＱ－１２Ｓ」を溶液中に分散させた。この溶液に、前記（４）「
エマテックＳ－５５０」１ｇを添加し、ゆっくりと手で攪拌して、溶液中に分散させた。
これにより、これにより、マグロ油中に親油性界面活性剤（Ｌ）が溶解し、親水性界面活
性剤（Ｈ）と植物油が分散した溶液が得られた。
【００７５】
　この溶液に、前記（５）「サンカテキン油性Ｅ」０．５ｇと前記（６）「トレハロース
溶液」２ｇとを投入し、ゆっくりと攪拌して分散させた。
【００７６】
　次に、この溶液を８０℃で１０分間加温して滅菌して添加剤Ｃを得た。
　これをビン（密閉容器）に入れ、冷蔵庫内で７℃に冷却した。これにより、ビンの内容
物は固化し、固化状態の添加剤Ｃとなった。
　この固化状態の添加剤Ｃは、１５℃以上に加熱すると、液体となる。この添加剤Ｃ：１
００ｇ中のＤＨＡ含量は２０６ｍｇ、ＥＰＡ含量は５６ｍｇ（ＤＨＡ・ＥＰＡ含量２６２
ｍｇ/ｇ）である。
【００７７】
　以下の、参考例、応用実施例においては、前記（７）「Ｇｒｅｅｎ　Ｔｅａ　ＴＢ－Ｄ
ＯＤＲ」を用いて、後記の段落［００８１］に記載した方法で不快臭を取り除いた電気釜
等の加熱調理器具を用いた。
【００７８】
参考例１
　白米２合（２８２ｇ）を水洗し、家庭用電気釜（ナショナルＳＲ－ＩＨＺＥ１０型）に
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入れ、水量を指定量に調節した後、４０分間炊飯し、約６００ｇの炊飯米（御飯）を得た
。
【００７９】
応用実施例１
＜添加剤Ａを用いた炊飯米の製造＞
　参考例１において、添加剤Ａ：７．２ｇを添加した以外は同様にして炊飯米Ａ（御飯Ａ
）６０６．４ｇを得た。得られた炊飯米Ａは御飯１００ｇ中ＤＨＡ・ＥＰＡを３２０ｍｇ
含有するものであった。
【００８０】
　この炊飯米Ａには魚臭等の不快臭は全く生じていなかった。
【００８１】
応用比較例１
　参考例１において、前記（１）「ＤＤオイル３Ｇ」４．６ｇを添加した以外は同様にし
て炊飯米（御飯）６０４．６ｇを得た。得られた炊飯米は御飯１００ｇ中ＤＨＡ・ＥＰＡ
を３１９ｍｇ含有するものであるが、不快臭の激しいものであった。これは、炊飯時に釜
の中で油が水に浮いた状態で炊飯されたため、精製魚油「ＤＤオイル３Ｇ」中の高級不飽
和脂肪酸化合物が、水の表面で空気に触れた状態で加熱され、１００℃以上の蒸気（空気
）によって酸化し不快臭を発生したことによるものである。
【００８２】
　応用比較例１で用いた家庭用電気釜は不快臭が漂ってくるものであった。そこで、電気
釜の中に水２００ｍｌを入れ、これに前記（７）「Ｇｒｅｅｎ　Ｔｅａ　ＴＢ－ＤＯＤＲ
」を一袋加えて１５分煮沸処理を施した。その結果、電気釜の不快臭を完全に取り除くこ
とができた。
【００８３】
応用実施例２
＜添加剤Ｂを用いた炊飯米の製造＞
　参考例１において、添加剤Ｂ：７．２ｇを添加した以外は同様にして炊飯米Ｂ（御飯Ｂ
）６０９．５ｇを得た。得られた炊飯米Ｂは御飯１００ｇ中ＤＨＡ・ＥＰＡを３１３ｍｇ
含有するものであった。
【００８４】
　この炊飯米Ｂには魚臭等の不快臭は全く生じていなかった。この御飯Ｂを以下の処理に
付した。　
　この炊きたてのご飯Ｂを、魚嫌いのパネラー男性５人：女性５人を選び、評価したとこ
ろ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（２）前記ご飯Ｂを１０時間自然に冷やした後、魚嫌いのパネラー男性５人：女性５人を
選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（３）前記１０時間自然に冷やしたご飯Ｂを電子レンジで２分間温め、魚嫌いのパネラー
男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（４）前記炊立てのご飯Ｂを冷凍した。その後、電子レンジで４分間温め、魚嫌いのパネ
ラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（５）前記１０時間自然に冷やしたご飯Ｂを炒めてチャーハンを作った。魚嫌いのパネラ
ー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。このも
のは油で強火で炒めても魚臭を発生しなかった。
（６）前記炊立てのご飯Ｂで、御握りを作り鉄板でやき、焼き御握りを作った。魚嫌いの
パネラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
このものは鉄板で焼いても、魚臭を発生しなかった。
【００８５】
応用実施例３
＜添加剤Ｃを用いた炊飯米の製造＞
　参考例１において、添加剤Ｃ：７．２ｇを添加した以外は同様にして炊飯米Ｃ（御飯Ｃ
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）６０７．２ｇを得た。得られた御飯Ｃは御飯１００ｇ中ＤＨＡ・ＥＰＡを３１０ｍｇ含
有するものであった。
【００８６】
　この炊飯米Ｃには魚臭等の不快臭は全く生じていなかった。この御飯Ｃを以下の処理に
付した。　
（１）この炊きたてのご飯Ｃを、魚嫌いのパネラー男性５人：女性５人を選び、評価した
ところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（２）前記ご飯を１０時間自然に冷やした後、魚嫌いのパネラー男性５人：女性５人を選
び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（３）前記１０時間自然に冷やしたご飯Ｃを電子レンジで２分間温め、魚嫌いのパネラー
男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（４）前記炊立てのご飯Ｃを冷凍した。その後、電子レンジで４分間温め、魚嫌いのパネ
ラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（５）前記１０時間自然に冷やしたご飯Ｃを炒めてチャーハンを作った。魚嫌いのパネラ
ー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。このも
のは油で強火で炒めても魚臭を発生しなかった。
（６）前記炊立てのご飯Ｃで、御握りを作り鉄板でやき、焼き御握りを作った。魚嫌いの
パネラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
このものは鉄板で焼いても、魚臭を発生しなかった。
【００８７】
参考例２
＜圧力釜での炊飯実験＞
　白米３合（４２３ｇ）を水洗いし、３０分間吸水させた。これを圧力釜に入れ、その水
量を指定量に調節した後、１４分間炊飯し（加熱時間４分、蒸らし時間１０分）、約８６
０ｇの炊飯米（御飯）を得た。
【００８８】
応用実施例４
＜添加剤Ｃを用いた圧力釜での炊飯実験＞
　参考例２において、添加剤Ｃ：１０．２ｇを加えた以外は同様にして、炊飯米Ｃ－２（
御飯Ｃ－２）８５６．２ｇを得た。得られた炊飯米Ｃ－２は御飯１００ｇ中ＤＨＡ・ＥＰ
Ａを３１２ｍｇ含有するものであった。
【００８９】
　この炊立ての炊飯米Ｃ－２には魚臭等の不快臭は全く生じていなかった。この御飯Ｃ－
２を以下の処理に付した。　
（１）この炊立てのご飯Ｃ－２を、魚嫌いのパネラー男性５人：女性５人を選び、評価し
たところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（２）前記ご飯Ｃ－２を１０時間自然に冷やした後、魚嫌いのパネラー男性５人：女性５
人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（３）前記１０時間自然に冷やしたご飯Ｃ－２を電子レンジで２分間温め、魚嫌いのパネ
ラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（４）前記炊立てのご飯Ｃ－２を冷凍した。その後、電子レンジで４分間温め、魚嫌いの
パネラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（５）前記１０時間自然に冷やしたご飯Ｃ－２を炒めてチャーハンを作った。魚嫌いのパ
ネラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。こ
のものは油で強火で炒めても魚臭を発生しなかった。
（６）前記炊立てのご飯Ｃ－２で、御握りを作り鉄板でやき、焼き御握りを作った。魚嫌
いのパネラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかっ
た。このものは鉄板で焼いても、魚臭を発生しなかった。
【００９０】
応用実施例５
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＜添加剤Ｃを用いた業務用ガス釜の炊飯実験＞　　
　白米２０カップ（２，８２０ｇ）に洗いの水を加えて５，６２０ｇとし、これに添加剤
Ｃ：７２ｇ（ＤＨＡ・ＥＰＡ１８，８５０ｍｇ）を加えて炊飯し、５，７１２ｇのＤＨＡ
・ＥＰＡ含有ご飯Ｃ－３を得た。このご飯Ｃ－３は、１００ｇ中にＤＨＡ・ＥＰＡを３３
０ｍｇ含有するものである。
　尚、業務用ガス釜は、１Ｌの水と５袋の「Ｇｒｅｅｎ　Ｔｅａ　ＴＢ－ＤＯＤＲ」を用
いて、１５分煮沸処理を行うことにより不快臭を取り除いた業務用ガス釜を用いた。
【００９１】
　この炊立ての炊飯米Ｃ－３には魚臭等の不快臭は全く生じていなかった。この御飯Ｃ－
３を以下の処理に付した。　
（１）この炊立てのご飯Ｃ－３を、魚嫌いのパネラー男性５人：女性５人を選び、評価し
たところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（２）前記ご飯Ｃ－３を１０時間自然に冷やした後、魚嫌いのパネラー男性５人：女性５
人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（３）前記１０時間自然に冷やしたご飯Ｃ－３を電子レンジで２分間温め、魚嫌いのパネ
ラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（４）前記炊立てのご飯Ｃ－３を冷凍した。その後、電子レンジで４分間温め、魚嫌いの
パネラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。
（５）前記１０時間自然に冷やしたご飯Ｃ－３を炒めてチャーハンを作った。魚嫌いのパ
ネラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった。こ
のものは油で強火で炒めても魚臭を発生しなかった。
（６）前記炊立てのご飯Ｃ－３で、御握りを作り鉄板でやき、焼き御握りを作った。魚嫌
いのパネラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかっ
た。このものは鉄板で焼いても、魚臭を発生しなかった。
【００９２】
応用実施例６
＜添加剤Ｃを用いたみそ汁＞
　添加剤Ｃ：６ｇを添加して、１０００ｍｌのみそ汁を製造した。このみそ汁１杯（２０
０ｇ）のＤＨＡ・ＥＰＡ含有量は、３１４ｍｇである。添加剤Ｃはみそ汁に乳化して溶け
込み、表面に魚油が浮くことなく、油の感じは全く無く、魚臭は発生しなかった。魚嫌い
のパネラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはいなかった
。
【００９３】
応用実施例７
＜添加剤Ｃを用いたうどん＞
　通常家庭において行われている方法でうどんを調理した。この場合、うどんのスープに
は、あらかじめ「添加剤Ｃ」を１．５ｇを入れた。この一杯のうどんは、ＤＨＡ、ＥＰＡ
を３９３ｍｇ含有するものである。
　魚嫌いのパネラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはい
なかった。
【００９４】
応用実施例８
＜添加剤Ｃを用いたラーメン＞
　通常家庭において行われている方法でラーメンを調理した。この場合、ラーメンのスー
プには、あらかじめ「添加剤Ｃ」を１．５ｇを入れた。この一杯のラーメンは、ＤＨＡ、
ＥＰＡを３９３ｍｇ含有するものである。
　魚嫌いのパネラー男性５人：女性５人を選び評価したところ魚臭を感じたパネラーはい
なかった。
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